
２０１５年日韓歴史問題に関して日本の知識人は声明する

２０１０年５月１０日、「韓国併合」１００年にあたって、われわれは併合の過程と

「併合条約」について、韓国の知識人とともに共同声明を公表した。当初は１００名で

あった日本での署名者は７月までに５００名をこえるにいたった。この声明には次のよ

うに述べられていた。

「今日まで両国の歴史家は、日本による韓国併合が長期にわたる日本の侵略、数次に

わたる日本軍の占領、王后の殺害と国王・政府要人への脅迫、そして朝鮮の人々の抵抗

の圧殺の結果実現されたものであることを明らかにしている。」

「日本国家の韓国併合の宣言は１９１０年８月２２日の併合条約に基づいていると説

明されている。」「力によって民族の意志を踏みにじった併合の歴史的真実は、平等な

両者の自発的な合意によって、韓国皇帝が日本に国権の譲与を申し出て、日本の天皇が

それをうけとって、韓国併合に同意したという神話によって覆い隠されている。前文も

偽りであり、条約本文も偽りである。」

「かくして韓国併合にいたる過程が不義不当であると同様に、韓国併合条約も不義

不当である。」

この声明に応えて、日本政府は、２０１０年８月１０日、「韓国併合」１００年にあ

たっての菅直人総理談話を発した。「ちょうど１００年前の八月、日韓併合条約が調印

され、以後三十六年に及ぶ植民地支配が始まりました。三・一独立運動などの激しい

抵抗にも示されたとおり、政治的・軍事的背景の下、当時の韓国の人々は、その意に反



して行われた植民地支配によって、国と文化を奪われ、民族の誇りを深く傷つけられま

した。」

「この植民地支配がもたらした多大の損害と苦痛に対し、ここに改めて痛切な反省

と心からのお詫びの気持ちを表明いたします。」

菅総理談話は、曖昧な表現ながら併合の強制性をついにみとめたものであり、村山

富市総理談話の認識を継承し、さらにそれを発展させたのであった。

２０１０年以後、韓国では、２０１１年８月に憲法裁判所が、日本軍「慰安婦」被

害に関して、日韓両政府間に、１９６５年の「請求権協定」の解釈上の紛争が存在する

のに、韓国政府が同協定の手続きによって解決の努力をしない不作為は違憲であるとい

う決定を下した。この決定により韓国政府は慰安婦問題の解決を日本政府に強く求め

るにいたった。さらに、２０１２年５月には韓国の大法院が、日本の植民地支配に起

因する「強制動員」被害は「請求権協定」によっては解決されていないという判決を言

い渡した。この判決は強制動員労働者問題の解決について新たな問題提起をなしたもの

である。

ところで、日韓関係は、２０１２年８月以降、李明博大統領の独島＝竹島訪問、それ

に対する野田佳彦政権の反発、河野談話と村山談話の見直しを掲げる安倍晋三首相の第

二次政権の登場によって、一挙に悪化した。談話の見直しの動きに対しては、韓国や中

国、そしてアメリカからも、強い批判が浴びせられたため、安倍首相は談話を継承する

ことを公言するにいたっている。しかし、韓国朴槿恵大統領が慰安婦問題の解決を首脳

会談の前提として求めたのに対しては、安倍首相が応ぜず、日韓の対立は決定的なもの

となった。この対立の中で、一部の保守言論が慰安婦問題について無責任な歴史認識を

拡散させ、河野談話否定論を宣伝している。日本国民の意識にも動揺がみられる状態と

なった。



本年は日韓条約締結の５０周年、日本の敗戦と朝鮮の植民地からの解放の７０周年に

あたる。安倍首相はあらたな総理談話を出すことを予告している。安倍談話は、河野談

話、村山談話、菅談話といったこれまでの日本政府の歴史問題談話を継承するところか

ら出発しなければならない。侵略と植民地支配が中国、韓国などアジアの近隣諸国の

人々に損害と苦痛をもたらしたことを再確認し、反省と謝罪の気持ちをあらためて表明

しなければならない。

日韓間には解決を要する歴史問題がなお存在する。その中で解決がもっとも迫られて

いるのが慰安婦問題である。かっての戦争の時代に、女性たちが日本軍の慰安所などに

集められ、日本軍将兵に性的な奉仕を強いられ、大きな苦しみを受けたことはすでに

全世界が知るところである。１９９１年から被害女性たちが名乗り出て、日本の責任を

告発し、謝罪と補償を要求してきたのに対して、日本政府は、真相究明の努力を始め、

１９９３年に河野官房長官談話を発表して、謝罪した。それに基づいて、１９９５年日

本政府はアジア女性基金をつくり、謝罪と「償いatonement」の事業をおこなった。こ

の基金は、韓国、台湾、フィリピン、オランダの被害者を対象として事業をおこなっ

た。中国、インドネシアの被害者個人を対象とする事業はなされなかった。韓国では、

国民募金から「償い金」を支払い、政府はそこには支出しないということに強い反発が

おこり、政府認定の被害者の３分の２以上が基金の事業を受け取ることがなかった。

そのかぎりでは、韓国での日本政府の謝罪の事業は未完である。

河野談話以後も、日本政府によっても、日韓の研究者・市民によっても、慰安婦制

度に関する新しい資料が発掘公開された。それらによれば、慰安所の設置・運営は民間

業者ではなく、まさに日本軍が主体となってなされていたことが明らかとなっている。

日本国家、日本軍の責任は認められなければならない。



その中で、多年にわたり慰安婦問題の解決のために努力してきた韓国と日本の運動体

が歴史家、法律家の協力もえて、２０１４年６月、被害者が受け入れ、日本政府も実行

できるはずの解決案を提起した。事実認定に立つ謝罪と謝罪のしるしとしての「賠償」

が柱である。いまこそ、韓日両国の政府は協力して、生存者が５０数人となった被害者

に対して、一刻も早く解決に向かって、踏み出すべきである。両政府が踏み出せば、解

決案をまとめ上げるのに、両国の市民も協力することができる。

日本と韓国は東北アジア地域にあって、もっとも近い隣国である。植民地支配３６年

の歴史をいかにして克服し、清算するか、両国の人々はすでに久しい歳月を費やして、

取り組んできた。韓国人が主導し、日本人がそれに応えて進められてきた日韓の共同の

努力は、今日の世界を切り裂いている根本的な対立を克服して、共生と和解に向かうた

めの展望を開く世界史的意義を有する営みである。

「韓国併合」１００年がすぎて、さらに５年が経過した今、われわれは、思いもかけ

ない日韓関係の険悪化、日本社会の一部にあらわれているヘイトスピーチなどの病理的

現象など、逆流の高まりに直面している。しかし、われわれには動揺も後退もない。つ

くりだされた共通の歴史認識を押し広めていけば、一時の危機を克服できる。新たな、

人間的な日韓協力の１００年を開くという決意を今一度確認して、われわれは日韓両国

民とともに前進する次第である。
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